
○都は、東京2020大会を見据え、東京を訪れる外国人旅行者が安心かつ快適に観光を楽しめ

るよう「外国人旅行者の受入環境整備方針」を2014年に策定し、施策を展開してきた。

○大会開催に向け、観光案内所、観光ボランティア、観光案内標識、デジタルサイネージ、

無料Ｗｉ-Ｆｉ等の観光案内インフラについて、整備目標の達成に向けた取組を加速化す

るとともに、災害時の情報発信の手段としても活用できるよう、観光案内機能の充実を

図っていく必要がある。

○また、特に外国人旅行者の満足度が低い「外国語対応能力」の改善・強化など、外国人旅

行者が宿泊施設、飲食店、小売店など様々な場面において快適に過ごせる環境を整備して

いくことも必要となっている。
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【訪都外国人の項目別満足度】

○国土交通省の調査によると、バリアフリー法

義務基準の「車いす使用者が円滑に利用でき

る客室」があるホテル・旅館は全体の約32％

にとどまっており、東京2020大会に向けて宿

泊施設の更なるバリアフリー化を推進するこ

とが必要となっている。

【UD ルームの有無別施設数】

出典：「ホテル・旅館のバリアフリー化の現状等に
関するアンケート調査結果」（国土交通省）

東京2020大会開催時に来訪する様々な国・地域の外国人、高齢者、障害者等の多様な旅行

者が、安心かつ快適に観光を楽しめるよう、観光案内インフラの整備や多言語対応の強

化、宿泊施設におけるバリアフリー化などを推進する。

重点テーマ１ 世界一のおもてなし都市・東京の実現

１．観光案内機能の充実
２．多言語対応の強化
３．宿泊施設のバリアフリー化の推進

【東京2020大会に向けた基本的な考え方】

●東京2020大会時には、外国人旅行者に人気の観光地や大会

会場周辺に旅行者が多く集まることを見据え、観光案内インフラ

の整備に当たっては「重点整備エリア」を設定。

【重点整備エリア】

◇外国人旅行者が多く訪れる１０地域

（新宿・大久保、銀座、浅草、渋谷、東京駅周辺・丸の内・日本橋、

秋葉原、上野、原宿・表参道・青山、お台場、六本木・赤坂）

◇東京2020大会会場周辺

●各地域は主要鉄道駅を中心とする徒歩圏内とし、本エリア内

では、旅行者はストレスフリーでいずれかの観光案内インフラに

アクセスが可能（徒歩２～３分圏内で観光情報を得られる環境）

となるよう、整備を進める。

●整備に当たっては都が主体となり、区市町村や民間事業者等

とも連携して取り組んでいく。

【観光案内インフラの整備目標】
（「外国人旅行者の受入環境整備方針」より）
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【現状と課題】

【東京2020大会に向けた基本的な考え方】

東京を訪れた旅行者が必要な観光情報を入手できるよう、旅行者の移動・滞在を支

える観光案内インフラの整備や観光情報の内容充実を図るとともに、災害時における

情報収集等を可能とする取組を強化し、観光案内機能の更なる向上を図っていく。

１．観光案内機能の充実

○都はこれまで、外国人旅行者が街なかを観光する際に必要な情報を入手できるよう、観

光案内所、観光ボランティア、観光案内標識に加え、デジタルサイネージ、無料Ｗｉ-

Ｆｉといった情報通信技術も活用しながら観光案内インフラを整備するとともに、東京

の観光公式サイト「GO TOKYO」等を通じて観光情報の発信を行ってきた。

○観光案内インフラは外国人旅行者が多く訪れる地域によっても整備の進捗状況にばらつ

きがあるため、東京2020大会に向けて整備を加速化させていくとともに、旅行者のニー

ズに合った観光情報を提供できるよう、利便性の向上を図っていく必要がある。

○また、東京2020大会を契機としてボランティア文化を根付かせていくため、観光ボラン

ティアの更なる育成・活用も必要となっている。

○2018年の大阪、北海道での地震や近畿地方を襲った台風の際、外国人旅行者が多言語で

の情報の入手が困難であったことに加え、停電により災害情報の収集に支障が生じたこ

とから、災害時における外国人旅行者への情報提供体制の充実が必要となっている。

ピクトグラム(絵文字)
や多言語で表記した
観光案内標識を設置

都で行っている観光案内インフラの整備と観光情報の発信

観光案内所 観光ボランティア

●広域的な観光案内拠点

外国人旅行者が多く訪れる地域に整備

●観光案内窓口

都内全域で拡充するとともに機能強化
への支援を実施

＜東京観光情報センター＞

東京都庁、羽田空港、京成上野駅、
バスタ新宿、多摩の５か所で運営

●東京都観光ボランティア

・都庁・展望室案内ツアー（英・中・韓）
・観光ガイドサービス（英・中・韓を含む７言語）
・国際会議及びイベント等への派遣
・街なか観光案内

【登録者数】 3,022名 （平成30年4月時点）

●おもてなし親善大使

次世代を担う中高生を対象に、外国人旅行者
への対応方法や東京ならではの「おもてなし」
手法を学ぶ講習会等を実施
【任命者数】 延べ805名 （平成30年4月時点）

観光案内標識 デジタルサイネージ 無料Ｗｉ－Ｆｉ

・高機能型観光案内標識
として歩行空間に整備
（無料Wi-Fiスポット化）

・都が指定する観光案内
窓口等に設置

街なかに設置して
いる観光案内標
識や電話ボックス
周辺で利用できる
環境を整備

・東京の観光公式サイト「GO TOKYO」を運営
・対応言語：９言語１０種類
（日・英・中繁・中簡・韓・独・西・仏・伊・タイ）
・スマートフォンでも閲覧可能

ウェブサイトによる情報発信 東京トラベルガイドの作成・配布

・東京の観光公式ガイドブック
・対応言語：９言語１０種類
（日・英・中繁・中簡・韓・独・西・仏・伊・タイ）
・配布場所：東京観光情報センター、
都が指定する観光案内窓口、空港、ホテル

観光案内窓口
ロゴマーク
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●観光案内インフラ整備の加速化

観光案内所の整備、観光ボランティアの街なかにおける観光案内活動、観光案内標識、

デジタルサイネージ、無料Ｗｉ-Ｆｉといった観光案内インフラについて、地域ごとの整

備状況にあわせ、目標達成に向けた整備を加速していく。

外国人旅行者のＩＣＴを活用した観光情報の入手や発信が進む中、無料Ｗｉ-Ｆｉサービ

スの提供について、電話ボックス周辺での整備を進めるとともに、利用可能エリアを重

点整備エリア以外の主要駅周辺にも拡大を図る。また、都内自治体が提供するＷｉ-Ｆｉ

サービスと提携し、一度の登録で共通利用可能な箇所を拡充することで利便性を高めて

いく。

東京2020大会に向けた主な取組

観光案内インフラの整備状況 （2017年度末実績）

【2020年の目標】 訪都外国人旅行者の無料Wi-Fi利用環境満足度90％以上 （2018年調査：78.7％）

東京2020大会までに、重点整備エリア内では徒歩２～３分圏内で観光情報を得られる環境を実現

都が提供する無料Wi-Fiサービスについて

都サービス提供

都庁舎、公園、庭園、
文化施設、歩行空間などで
利用可能

他サービスとの連携

◆アプリレス連携
提携する交通機関や自治
体等のWi-Fiサービスでは、
再登録不要で利用可能

＜提携先（一例）＞
東京メトロ、東京国際フォー
ラム、提携都内自治体

連携

◆アプリケーションを利用
無料Wi-Fiアプリ「Japan 
Connected Free Wi-Fi」を
ダウンロードすれば、成田
空港や羽田空港、駅、コン
ビニなど全国約17万拠点
でWi-Fi共通利用可能

都Wi-Fiサービス利用可能箇所の拡大／アプリレス連携先の拡大等

観光案内インフラ 目標 実績
重点整備エリア別の整備状況

新宿
・大久保

銀座 浅草 渋谷
東京駅
・丸の内
・日本橋

秋葉原 上野
原宿

・表参道
・青山

臨海
副都心

六本木
・赤坂

観光

案内所

広域的な
観光案内拠点 10地域 6地域 1 1 1 0 1 0 1 0 1 0

観光案内窓口 10地域に
200か所 84か所 20 13 8 4 9 7 10 5 6 2

街なかでの観光案内
（観光ボランティア）

10地域 6地域 1 1 1 1 0 0 1 0 1 0

観光案内標識 (※)
新規 600基程度 244基

68 68 73 15 61 53 49 31 0 50
更新 1000基程度 489基

デジタルサイネージ 150基程度 56基 15 2 5 2 9 5 8 2 6 2

無料Ｗｉ－Ｆｉ 700か所 202か所 56 18 25 4 20 21 19 5 10 24

※ 観光案内標識の目標・実績は都内全域での値
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●東京観光情報センターの機能強化

ラグビーワールドカップ2019TMの期間中、東京観光情報センターに高齢者や障害者等の観

光をサポートするアクセシブル・ツーリズム専用窓口を設置する。また、車いす使用者の

方への対応等を想定したスタッフに対する実技研修を実施する。

ラグビーワールドカップ2019TM及び東京2020大会の開催にあわせ、東京観光情報センター

において大会情報等を紹介する情報提供コーナーの設置を行う。

東京観光情報センター内において東京の特産品等を販売する取組を行うなど、旅行者へ東

京の観光の魅力を発信する。

東京2020大会に向け、日本の夏の暑さに慣れていない多くの外国人旅行者に対して熱中症

等関連情報の提供を行うため、「GO TOKYO」での情報発信に加え、熱中症予防に関す

るポスターやリーフレットを東京観光情報センターで掲出する。

東京観光情報センター

バスタ新宿 多摩（エキュート立川）

東京都庁 羽田空港 京成上野

＜バスタ新宿＞

手荷物預かりサービス

＜多摩＞

多摩地域の観光PR

定期的な特産品の紹介

●都内及び全国の観光案内

●観光地、観光ルートの紹介

●交通アクセスの案内

●都内宿泊施設の紹介

●無料Wi-Fiサービス

＜主なサービス内容（共通）＞

※サービス提供にあたっては、問い合わせ対応をデータベース化し、
センター全体で共有することで旅行者のニーズに合わせた情報の充実を図る。
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観光・交通案内等
3万人

東京都観光ボランティア
現
在 その他様々なボランティア

東京都
観光ボランティア

大会運営を支える
8万人

大会ボランティア
大会組織委員会

様々な場所・内容で活動
（防犯・防災、環境美化など）

様々なボランティア
NPO、町会･自治会、商店街、各個人など

都などと
連携

東京2020大会に向けたボランティアについて

都市ボランティアの中核として活動

都市ボランティア
東京都 及び競技会場を有する道・県等

合計11万人以上が連携し一体的に大会を支える

●観光ボランティアの育成・活用

外国人旅行者の多様なニーズに対応するため、街なかで実施する観光案内の活動エリアを

拡大するとともに、観光ボランティアによるガイドサービスについて、障害者や高齢者等

に配慮したコース及び夜の観光スポットに注目したコースを試行実施する。

東京2020大会に向けて、高齢者や障害者の方への対応を想定した研修を行うとともに、積

極的・継続的な活動を行ったボランティアに対し表彰制度を設けるなど、活動に必要な能力

やモチベーションの向上を図る。また、東京2020大会時には、観光案内の経験等を生かし、

都市ボランティアの中核として活躍していただく。

中高生を対象とした「おもてなし親善大使」について募集を継続し、外国人旅行者への対応

方法などの講習会等を実施するなど、次世代を担う若い世代を育成していく。

＜海外の事例：ロンドン＞

○ ロンドン2012大会では、約７万人の大会ボランティアを「ゲームズ

メーカー」、約8,000人の都市ボランティアを「ロンドン・アンバサ

ダー」と呼び、大会期間中、それぞれがプロフェッショナルとして

誇りをもって活動し、大会を成功に導いた。

○ また、大会終了後にボランティアのネットワークが引き継がれ、ボ

ランティア募集情報が継承されることで、大多数の人が大会後も継

続的にボランティア活動に参加している。

大
会
後

○ 多くの都民・国民が東京2020大会のボランティアに参加し、活躍することで、大会後もボ

ランティア活動への参加気運が高まると考えられる。この気運を着実に維持・継続させ、

様々な活動への参加に繋げていくことで、ボランティア文化の定着と、一人ひとりが互い

に支え合う「共助社会」実現に寄与できるよう、大会後のレガシーとして伝えていく。

（東京都・組織委員会「東京2020大会に向けたボランティア戦略」より）

○ 観光ボランティアについても、こうした社会全体のボランティア文化の定着状況や地域の

実情等を踏まえながら、今後のあり方について検討していく。

- 11 -11

東
京
２
０
２
０
大
会
に
向
け
た

重
点
的
な
取
組

２



●災害時における観光案内インフラ等の活用

外国人旅行者は日本の自然災害に関する知識や経験が多くはないため、災害時に外国人旅

行者が必要な情報を多言語で得られるよう、災害時における情報提供の手段としても、整

備した観光案内インフラ等を活用できるように体制を整えていく必要がある。

災害発生時にはＳＮＳや東京都防災アプリ等を通じ、多言語による情報提供を行うととも

に、都が提供する無料Ｗｉ-Ｆｉサービスについて手続きなしで接続を可能とする。また、

街なかのデジタルサイネージの災害時における多言語での避難場所等の情報発信を強化す

るとともに、「GO TOKYO」の災害時対応について機能強化を図る。

災害時に停電が発生した際も継続的な情報提供を可能とするため、都内の観光案内所に対

し、非常用電源の確保を含めた支援を行う。

無料Wi-Fiサービス デジタルサイネージ

●都立施設や街なかにおいて提供する
Wi-Fiサービスについて、災害時は手続
きなしでインターネットへの接続を可能と
し、東京都防災ホームページに誘導

観光案内所

●災害時には、リアルタイムの情報を提供するため、NHK放送に切り替え
るとともに、避難場所等の情報を多言語で掲出する。

●バックアップ電源機能の向上を図る。

●東京観光情報センター

スタッフ等による災害時の交通
情報等を多言語で提供

●デジタルサイネージ

観光案内所等で活用するサイ
ネージについて、災害時にお
ける内容の充実を図る。

情報発信体制の充実

●東京の観光公式ウェブサイト
「GO TOKYO」や観光公式ガイド
ブック「東京トラベルガイド」におい
て防災情報を案内する。

●災害時に提供する「GO 
TOKYO」の内容について機能強
化を図る。

観光関連事業者への
マニュアルの配布

平常時

災害時における観光案内インフラ等を活用した外国人旅行者への情報提供体制

●都内の観光案内所への支援

非常用電源等の設置、情報端末への充電
サービスなど、観光案内所が実施する旅行者
が災害時に災害情報を入手できる環境の整備
への支援を行う。

●外国人旅行者の安全確保のための
災害時初動対応マニュアル

緊急・災害時に観光関連事業者が外国
人旅行者に対して適切な対応ができる
よう配布

東京都防災
ホームページへ

●東京都防災ホームペー
ジ、防災ツイッター等による
災害発生時の多言語による
情報発信を推進する。

●東京都防災アプリにおけ
る多言語での災害情報提供
機能を充実させる。

東京都防災アプリ等による多言語での情報提供

東京都防災アプリ（外国語版）
からの誘導イメージ

ツイッターへ誘導

東京都防災マップへ誘導

訪日外国人向け
サイト等へ誘導

東京都防災HP
外国語版へ誘導

緊急時
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２．多言語対応の強化

【東京2020大会に向けた基本的な考え方】

外国人旅行者が宿泊施設、飲食店、小売店などあらゆる場面で快適に観光を楽しめ

るよう、官民で一体となって旅行者とのコミュニケーションの円滑化や案内表示の多

言語化などを推進し、「言葉のバリアフリー」を実現する。

23.1 

12.2 

8.9 

8.7 

7.0 

21.5 

14.3 

8.5 

11.6 

7.3 

0 10 20 30

飲食・小売店

鉄道駅・ターミナル

宿泊施設

城郭、神社仏閣

タクシー

施設スタッフとの

コミュニケーション

多言語表示

（％）

注：「いずれの場所も困らなかった」とする回答を除き、施設スタッ
フとのコミュニケーションで困った場所の上位５項目まで掲載
出典：「訪日外国人旅行者の国内における受入環境整備に関す
るアンケート」（観光庁）

【訪日外国人旅行者が多言語対応で困った場所】
（東京・名古屋・京都・大阪、2016年）

○都はこれまで、「2020年オリンピック・パラリンピック大会に向けた多言語対応協議

会」での協議等を踏まえ、観光関連事業者に対して、多言語コールセンターサービスの

提供、施設の案内表示や飲食店のメニューの多言語化への支援、ムスリムなどの多様な

文化・習慣に配慮した対応などへの支援を行ってきた。

○また、歩行者や鉄道等、観光施設・宿泊施設・飲食店を対象とした「国内外旅行者のた

めのわかりやすい案内サイン標準化指針」を策定し、区市町村や事業者に対し、案内サ

インの統一化の周知・推進を図っている。

○訪日外国人旅行者が多言語対応で困った場所とし

て、飲食・小売店、鉄道駅・ターミナル、宿泊施

設などが課題となっている。

○そのため、そうした場所においては、外国人と施

設スタッフの円滑なコミュニケーションへの支援

と施設での多言語表示の両面で多言語対応を更に

推進していく必要がある。

○また、様々な国・地域の外国人旅行者の受入れの

ためには、多言語対応だけでなく、多様な文化・

習慣等への更なる対応も必要となっている。

都内観光関連事業者の多言語対応等に対する都の支援

多言語コールセンターサービス 多言語対応への支援

●観光関連事業者への支援
・施設の案内表示、広報物・ＨＰの多言語
化、多言語対応タブレット導入等などの
多言語対応の取組を支援

●飲食店のメニュー多言語化支援
・多言語メニュー作成支援ウェブサイト
（愛称：ＥＡＴ東京）を運営

国内外旅行者のためのわかりやすい案内サイン標準化指針

多様な文化・習慣への対応

タクシーへの支援

宿泊施設、飲食店、免税店、タクシー

事業者に対し、24時間対応の多言語

コールセンターサービスを提供

【対応言語】

英語・中国語・韓国語

●ムスリム観光客対応
施設紹介パンフレット
の作成

●受入対応セミナー
の開催

●専門家の個別派遣

●マッチング会の実施

●「歩行者編」、「鉄道等編」、「観光施設・宿泊施設・飲食店編」を策定

●区市町村・事業者に対し、案内サインの統一化を周知・推進

タクシー事業者に対し、多言語対
応や支払に活用できるタブレット端
末等の導入を支援

【現状と課題】

※イメージ

- 13 -13

東
京
２
０
２
０
大
会
に
向
け
た

重
点
的
な
取
組

２



0

20

40

60

80
韓国

台湾
香港

中国

タイ

シンガポール

マレーシア

インドネシア

フィリピン
ベトナム

インド
英国

ドイツ

フランス

イタリア

スペイン

ロシア

米国

カナダ
オーストラリア

●旅行者とのコミュニケーション円滑化支援の強化

外国人旅行者の利用頻度の高い施設である都内の宿泊

施設、飲食店、免税店、タクシー事業者を対象とした

24時間対応の多言語コールセンターサービスについ

て、これまでの英語・中国語・韓国語の３言語に加

え、旅行者数の多いフランス語圏とタイの旅行者を対

象として対応言語を拡充する。

東京2020大会に向けた主な取組

【訪都外国人の外国語対応能力満足度】（2017年）

（％）

●官民が一体となった様々な場面における多言語対応の推進

東京2020大会に向け、「2020年オリンピック・パラリンピック大会に向けた多言語対応協

議会」の枠組みを活用しながら、国、民間事業者等と一体となって、交通、道路、観光等

についてピクトグラム、ＩＣＴ技術等を活用しながら多言語対応を強力に推進していく。

外国人旅行者が商店街を訪れる機会が多くなっ

ていることを踏まえ、小売店における多言語対

応の改善のため、特に外国人旅行者への商品説

明等に活用可能な指さしで会話ができるコミュ

ニケーションシートを作成するとともに、アド

バイザーの派遣等によってインバウンド対応へ

の支援を行う。

48.5 

49.6 

6.3 

14.8 

15.5 

3.1 

0 20 40 60

商品を探す際

商品の内容や使い方を確認する際

店内でトイレ等を探す際

会計の際

免税手続きの際

その他

【小売店において多言語表示・
コミュニケーションで困った場面】 （2017年） （％）

【拡充する言語】【現在提供している言語】

フランス語

主な対象国
訪日外国人
旅行者数

訪都外国人
満足度

英国

米国

カナダ

オーストラリア

31.0万人

137.5万人

30.6万人

49.5万人

66.8％

68.5％

53.8％

70.2％

フランス 26.9万人 30.7％

主な対象国
訪日外国人
旅行者数

訪都外国人
満足度

台湾

香港

中国

456.4万人

223.2万人

735.6万人

51.6％

42.5％

52.1％

韓国 714.0万人 28.8％

英語

韓国語

中国語

主な対象国
訪日外国人
旅行者数

訪都外国人
満足度

タイ語

タイ 98.7万人 33.9％

主な対象国
訪日外国人
旅行者数

訪都外国人
満足度

出典：「訪日外国人旅行者の受入環境整備における
国内の多言語対応に関するアンケート」（観光庁）

n=522
複数回答

注：訪日外国人旅行者数、訪都外国人満足度は2017年の値 出典：日本政府観光局（JNTO）、「国別外国人旅行者行動特性調査」（東京都）

英語圏

英語圏

中国語圏

2020年オリンピック・パラリンピック大会に向けた多言語対応協議会の取組（一例）

多言語対応に関するＩＣＴ技術展示

ＩＣＴ技術を活用した多言語対応鉄道駅・ターミナルにおける多言語対応

お客様
ご案内ロボット

メガホン型翻訳機 翻訳アプリ

新宿ターミナル協議会による案内サインの改善

整備前 整備後

Keio New Line

Keio Shinsen Line

Keio New Line

（整備前） （整備後）
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32.9 

8.4 

65.8 

32.2 

3.7 

8.3 

1.6 

0 20 40 60 80

飲食店を見つける際

席へ案内される際

料理を選ぶ・注文をする際

食べ方の説明を受ける際

店内でトイレ等を探す際

会計の際

その他

【飲食店において多言語表示・
コミュニケーションで困った場面】 （2017年）

●観光関連事業者の多言語表示等への支援の強化

都内の宿泊施設、飲食店、小売店（免税店）に対して、施設の案内表示の多言語化、広報

物・ホームページの多言語化、多言語対応タブレット端末の導入などについて引き続き支

援を行うことで多言語対応を推進していく。

飲食店の外国語メニュー作成を促進するため、多言語のメニューを簡単に作成できるウェ

ブサイト「ＥＡＴ東京」を運営し、多言語対応の促進を図り、ウェブサイト上での公開店

舗数を拡大させていく。

【訪都外国人旅行者が利用した交通機関】
（2017年）

ムスリムなどの多様な文化・習慣に配慮したメ

ニューの開発支援のため、受入対応セミナーの

実施や専門家の派遣を行うほか、ムスリム旅行

者の受入れに取り組んでいる飲食店やホテル、

礼拝所に加え、新たにベジタリアンの旅行者に

対応している飲食店について冊子を通じて情報

発信していく。

東京2020大会に向けて、受動喫煙防止対策に取

り組む宿泊施設・飲食店を支援することで、国

内外の旅行者の快適な利用につなげていく。

訪都外国人旅行者に鉄道の次に多く利用されて

いるタクシーは、観光施設や商業施設を、旅行

者のニーズに合った時間や順序で柔軟に移動で

きる交通手段である。外国人旅行者の満足度向

上を図るため、事業者に対し多言語対応及び決

済機能を持つタブレット端末等の導入支援を規

模を拡大して実施し、受入環境の整備を加速し

ていく。

出典：「訪日外国人旅行者の受入環境整備における
国内の多言語対応に関するアンケート」（観光庁）

n=920
複数回答

注：「利用した交通機関」の上位６項目まで掲載
出典：「国別外国人旅行者行動特性調査」（東京都）

74.0 

57.9 

20.3 

16.2 

15.8 

6.0 

0 50 100

地下鉄以外の鉄道

地下鉄

タクシー

空港リムジンバス

貸切バス

路線バス

（％）

（％）

飲食・宿泊・小売事業者のための
インバウンド対応ガイドブック

訪日外国人旅行者の多い

国や地域における食事・ト

イレ・風呂などのルールや

マナー、生活習慣、食の

制限等に関する基礎知識

やおもてなしのポイントの

ほか、飲食店や宿泊施設

での対応事例等を掲載

＜飲食店の多言語メニュー例＞

n=13,045
複数回答

「ＥＡＴ東京」公開飲食店数

1,298店舗（累計）※平成30年４月時点
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宿泊施設に対するバリアフリー化支援

【東京2020大会に向けた基本的な考え方】

東京2020大会に向けて、国内外から多様な旅行者を迎えるに当たり、需要の高まり

が予想される宿泊施設のバリアフリー化を推進することで、高齢者や障害者などが安

心して都内観光を楽しめる環境の整備を加速させていく。

３．宿泊施設のバリアフリー化の推進

○支援対象

・段差解消や手すりの設置など、

バリアフリー化のための改修工事

・備品購入によるバリアフリー化

・バリアフリーコンサルティング

○2018年度より支援を拡充

・バリアフリー化の義務付けがある1,000㎡以上の改

築について、法令・条例で定める設置基準を上回る

整備を新たに支援対象に

・バリアフリー化の義務付けがない1,000㎡未満の改

築等について、支援を拡充

情報発信 普及啓発・機運醸成

東京の観光公式サイト

「ＧＯ ＴＯＫＹＯ」

都の支援の活用事例

（東京観光財団HP）

とうきょうユニバーサル

デザインナビ

●宿泊事業者等を対

象にしたセミナー実

施、現地相談員派遣

●アクセシブル・ツーリ

ズム推進シンポジウム

の実施

宿泊施設のバリアフリー化に関する都の取組

○都はこれまで「建築物バリアフリー条例」等に基づき、床面積1,000㎡以上の宿泊施設

を対象に、車いす使用者用客室の整備等を推進してきた。また、宿泊施設の段差解消や

手すりの設置、備品購入によるバリアフリー化や、バリアフリー化のためのコンサル

ティングについて支援するとともに、宿泊施設に関する情報発信やバリアフリー化に向

けた普及啓発、機運醸成の取組を行ってきた。

○東京2020大会時に多くの高齢者、障害者等の来訪が予想される中、誰もが利用しやすい

宿泊施設の整備が求められているが、車いす使用者用客室が少ないことやその稼働率の

低さ、バリアフリーに配慮した一般客室が少ないことなどが指摘されている。

○また、宿泊施設のバリアフリーに関する情報提供も課題となっており、宿泊施設のバリ

アフリー化に向けては新たな基準の制定等による整備の促進に加え、情報発信の強化、

普及啓発などを一体的に行っていくことが必要となっている。

○さらに、アクセシブル・ツーリズムの充実に向け、観光バスのバリアフリー化や高齢

者、障害者等に配慮した旅行商品の造成に向けた支援なども必要となっている。

シンポジウムの様子

【現状と課題】
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あらゆる人が

使いやすい

一般客室へ

●一般客室を活用した宿泊施設のバリアフリー化の支援

「建築物バリアフリー条例」において、車いす使用者用客室の整備基準に加えて、一般客

室についても、段差の解消や出入口の幅等に関する最低限の基準を設けることで、より多

くの人が利用できる宿泊施設の整備を推進する。

車いす使用者以外にも、視覚や聴覚などに障害のある方や高齢者等にも配慮した客室を整

備するため、手すり等の備品やソフト面の工夫について「望ましい整備」に記載するなど

「福祉のまちづくり条例施設整備マニュアル」を改訂する。

都内宿泊施設が行うバリアフリー化に向けた施設整備や備品購入等に対する支援を拡充

し、東京2020大会に向け宿泊施設のバリアフリー化を加速させていく。

東京2020大会に向けた主な取組

規制 （新築･増改築） レベルアップ（望ましい整備）

誘 導）

一般客室のバリアフリー化

都のポータルサイトや、宿泊施設ＨＰの内容充実 宿泊事業者等を対象にしたバリアフリー化促進セミナー

情報発信（見える化） 機運醸成・普及啓発

建築物バリアフリー条例（Ｈ31.9月施行予定）

・一般客室のバリアフリー基準を制定

【国内初】

宿泊施設バリアフリー化支援補助金

・事業者による整備の加速を誘導する支援策

福祉のまちづくり施設整備マニュアル
(条例公布後)

・手すり等の備品、視覚・聴覚障害者へ
の配慮などを規定

宿泊施設のバリアフリー化に関する今後の都の取組の方向性

東京都における宿泊施設のバリアフリー化を国内外に広く知っていただくため、

「OPEN STAY TOKYO 全ての人に快適な宿泊を」というスローガンを掲げ、

ロゴマークを作成

宿泊施設のバリアフリー化支援例 （京王プラザホテル）
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●旅行者へのバリアフリー情報発信の強化

高齢者や障害者等が安心して宿泊施設を利用できるよう、都のポータルサイトの充実や事

業者への働きかけなどにより、宿泊施設のバリアフリー情報の充実を図っていく。

高齢者や障害者等の受入れを積極的に行っている事業者や都内の人気観光コースのバリア

フリー情報の紹介など、バリアフリー観光情報を集約した総合ウェブサイトを構築する。

●宿泊施設等への普及啓発の強化

施設のバリアフリー化や接遇サービス等の向上に取り組む宿泊施設、飲食店、小売店など

の観光関連事業者に対して、専門家を派遣し助言を行うほか、サービス改善の効果や具体

的なノウハウを紹介するセミナーを開催することで、高齢者や障害者等多様な旅行者の受

入環境を整備していく。

東京2020大会に向け、高齢者や障害者などの様々なニーズに応えながら、観光への配慮等

を通じて主体的にサポートする機運を広く生み出すため、シンポジウムを開催する。

アクセシブル・ツーリズムの推進

【アクセシブル・ツーリズム】

障害者や高齢者など、移動やコミュニ

ケーションにおける困難さに直面する人々

のニーズに応えながら、誰もが外出や旅を

楽しめることを目指す取組

●アクセシブル・ツーリズムの推進

高齢者や障害者等が、安心して都内観光を楽しめ

る環境を整備するため、リフト付き観光バスを新

たに導入する事業者やリフト付き観光バスを借り

てツアーを行う旅行事業者に対して支援する。

旅行事業者に対し、高齢者や障害者向けツアーの

企画や実施のポイント等を解説する研修を実施す

る。

東京観光情報センターにアクセシブル・ツーリズ

ム専用窓口を試行設置するほか、東京都観光ボラ

ンティアによる障害者や高齢者に配慮したガイド

サービスを試行実施するなど、東京2020大会に向

けて高齢者や障害者等が安心して快適な観光がで

きる環境の整備を進めていく。

あらゆる人が積極的に外出し快適に旅行を楽しむ

ことができるよう、外国人旅行者や障害者等に対

する道案内や配慮の仕方などを掲載した携帯版ハ

ンドブックを作成し、都民全体のおもてなしの心

の醸成を図る。

リフト付観光バス車両

東京観光バリアフリー情報ガイド
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